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今年度の取り組み

一般社団法人 滋賀県介護老人保健施設協会

滋賀県国際介護人材・福祉センター
事務局長 ・ センター長 東 宗樹

技能実習制度
マッチング支援
監理団体の機能

特定技能の

マッチング支援
登録支援機関

留学生の

マッチング支援

滋賀県国際介護・福祉人材センター

介護等事業所 養 成 施 設
介護福祉士を目指す

国家資格

【 外 国 人 介 護 人 材 受 入 れ の 架 け 橋 】

滋賀県の事業として県老健協に委託

滋賀県国際介護・福祉人材センター



★滋賀県の人材確保の「一つの矢」として、
安心した人材の提供・費用負担軽減を目指しています。

●滋賀県、各介護・福祉協会（団体）が協力の元運営しています
●「技能講習」「特定技能」「留学制度」での、介護分野のみのマッチング
●監理費・委託費等、少しでも費用軽減を検討しております
●優秀な外国人介護人材の紹介。フィリピン、中国、ミャンマー・ネパール、インド
ネシア、タイ等、『Ｎ３・Ｎ４レベル』『自国での看護師免許・介護経験等』の介護
として働ける人材の紹介を優先に検討しています。
●センター運営での研修、介護の倫理や技術、日本語等、レベルに合わせた研修や
介護福祉士資格取得の為の研修や交流会等も実施している
●介護・福祉現場での教育・指導方法等のアドバイス、実際外国人雇用されている
事業所等の見学等の実施
●センター内に、母国語の話せる従業員を雇用し、相談等に応じていきます。

※滋賀県で長く働いてくれる人材・介護リーダーになる人材

滋賀県国際介護・福祉人材センターの特徴

１．所在地 ： 〒520-0528 大津市和邇中浜３７０－１二国屋ビル３F
２．開所日 ： 令和2年4月13日（月）

３．時 間 ： 9時～17時 （基本 土・日・祝は休日）

４．ＴＥＬ ： 077-599-4601

５．ＦＡＸ ： 077-599-4602

６．メール ： shiga.intl@lake.ocn.ne.jp

７．Ｈ Ｐ ： https://shiga-kokusaijinzai.jp

８．職 員 ： ６名体制（令和８年度より）
（１）センター長 １名
（２）専門職員 ４名 ①英語通訳担当 ②中国通訳担当 ③ミャンマー通訳担当
※ 介護福祉士資格所有 ２名（内1名がセンター長）
（３）事務職員 1名

滋賀県国際介護・福祉人材センターの所在等



滋賀県国際介護・福祉人材センター取り組み

＜委員会の設置＞

・滋賀県国際介護・福祉人材センター 運営委員会 会議年２回

・滋賀県国際介護・福祉人材センター 研修企画委員会 会議年３回

＜研修・交流会＞

「エントリー研修」 ・・・ 特定技能等、入国間もない方を対象に日本での生活・

ルール・文化・日本語等を中心に実施

１回 ５日間 年６回開催予定（入国時期等を考慮して）

現在、４回開催 トータル約３０名参加

滋賀県国際介護・福祉人材センター取り組み

「ベーシック研修」 ・・・ 入国後（就労後）、おおよそ１年ぐらいの方を対象に

介護倫理・介護技術・認知症の理解・介護の日本語・交通ルール等を中心

２日間 介護倫理・認知症・介護技術・交通（警察） ３５名参加

「アドバンス研修」 ・・・ 入国後（就労後）、おおよそ２年以上の方を対象に介

護倫理・介護技術・咀嚼、嚥下の理解・介護の日本語・悪質商法、消費者トラ

ブル等を中心

２日間 介護倫理、目的・介護技術・嚥下等・介護福祉士対策・生活（消費者

センター） １６名参加



滋賀県国際介護・福祉人材センター取り組み

「日本語研修」 ・・・ 介護福祉士国家試験対策の為の日本語研修や自宅学習できで、

日本語レベルアップできるようなオンライン研修

集合研修 ３日間 ３５名参加 ・ オンライン研修 ５日間 ２７名参加

「介護福祉士資格取得の為の研修」 ・・・ 模試試験の実施・振り返りをおこない、オ

ンライン授業等でフォローしていく

集合研修 ２日間 ・ オンライン研修 １０日間 ３０名参加

模試試験 ２日間 トータル ３０名参加

★介護福祉士資格取得が一番のメリット

センターから、１月の試験、約１５名受験予定（センター立ち上げから約３年の為）

滋賀県国際介護・福祉人材センター取り組み

「受け入れ研修」 ・・・外国人介護人材による研究発表会やこれから外国人受け入れ事業

所への説明会等。外国人介護人材の指導・技能試験対策の研修会や交流会

ハイブリッド形式 ６１名参加（外国人介護人材発表者８名）

「指導者研修」・・・３月頃に開催予定。滋賀県老人福祉施設協議会と共同開催。外国人介

護人材の担当指導者を対象に、指導方法や問題等を今までの事例を用いて講義・話し合う。

「交流会」 ・・・ BBQ大会 雨天中止 の為ビーチボールバレー大会実施（３月１４日）

バスツアー ２日間 滋賀県内の観光スポットや体験 トータル３５名参加

「おたすけブック作成」 ・・・ 滋賀県で作成。外国人雇用について・現在働かれている事

例・外国人介護人材教育方法等（事業所向け）

※ 外国人人材・送り出し機関に対する、センターの動画も作成



滋賀県国際介護・福祉人材センターの状況 R８,１月

•現在支援中 技能実習生 ４７人の支援・入国待ち７人

特定技能 １２０人の支援・入国待ち２８人

（センター技能実習生からの移行者１７名含む）

留学制度 １０人のマッチング（３年間）

★今後、約２００人の支援予定（現在、面接予定約１０名）

中国・ネパール・ミャンマー・フィリピン・タイ・ベトナム・インドネシア等人材のマッ

チング

※ センターのホームページや友達の紹介などで、直接センターへ連絡があり

滋賀県で介護の仕事がしたいと依頼が多々あります

滋賀県国際介護・福祉人材センター新たな取り組み

「しがクラス」の取り組み

外国人人材は取り合い。今後、優秀な人材を確保する為に、日本語教育前からの人

材を確保する。

＜現在は、送り出し機関に人材を紹介してもらう＞

面接（１事業所） ⇒ 資格取得者（N４やＳＳＷ） ⇒ 入国

＜今後「しがクラス」では＞

面接（数か所の法人・事業所） ⇒ これから日本語勉強 ⇒ しがクラスに入学

勉強資格取得 ⇒ 入国

再来年度の入国を目指している（現在、実行委員会を立ち上げ協議中）



今年度の新たな視察国（送り出し機関）

視察理由：

①現在、採用国の人材の人数・質等を考慮し、３か国を視察（インドネシアについては、拡大の為）

②「しがクラス」を実施するための日本語学校・看護系学校を視察

現在の受け入れ国（私の印象）：

• フィリピン、ネパールについては、定期的に人材はいるが時期により人材の差がある。

• タイについては、応募人数が少ないが優秀な人材はいる。

• 中国については、応募人数が少ないが、中国社会情勢で最近は少しいる状況（特定技能でも）。

• ミャンマーについては、人材はまだまだいるが、国の問題もあり出国が難しい、入国までに１年間ぐら

いかかる。（入国には様々な方法があるのだが・・・）

上記の内容もあり、今後を見据えて、７月にインド・スリランカ、１２月にインドネシアに視察に行く

各国の印象と状況



各国の印象と状況＜インド・スリランカ＞
• まだまだ、介護の人材としてはこれからの国

• 看護資格以外に、介護（看護助手）のような資格がある

＜インド＞

人口は多い。約１４憶５千万

インフラはあまりされていない状況、渋滞がひどい

地域により、まったく人材が違う ・・・ 宗教、文化、骨格、肌の色等、

地域により貧困の差が激しい

お見合い結婚がほとんど（宗教により異なるが・・）

＜スリランカ＞

ほとんどが仏教人 人口は約２２００万人

電線も地下にあり、渋滞もそれほど多くない。町もそれほど汚く感じない（コロンボ）

真面目でおとなしい感じの方が多い印象

各国の印象と状況＜インド・スリランカ＞送り出し機関

＜インド＞

・大手企業（日本）が入り、人材確保・教育をしている

・技能実習制度では、１機関だったので今後の広がりが未定

・北東部の人材（ミャンマーに近い）を推薦される、肌の色や宗教的な事で

・視察や現地面接が大変（移動距離）

・インド日本大使館は、インド人材を日本に行くことを推奨・協力してくれる

＜スリランカ＞

・介護を目指す人材はまだ少ない印象。（まだ、介護の仕事の理解が少ない等）

・スリランカの病院で介護の資格（スリランカ）の為の授業がある、しっかりした教育をされて

いる印象



インド＆スリランカ

各国の印象と状況 送り出し機関

＜インドネシア＞

・人口約２億８５００万人（世界第４位・民族約１３００）

・現在、日本で働かれている特定技能では一番多い国

・沢山の送り出し機関・日本語学校がある

・送り出し機関（日本語学校９により、教育（費用）等の差がある

・５行（イスラム教）は人により違いがある

・バリ島周辺の方が物価が高く、外国人に慣れている人が多い印象



インドネシア

今後

私は、今後優秀な外国人介護人材を確保し教育し、長く働いてもらえる人材の確保・教育が

必要と思われる。リーダー（管理者）になれる人材の確保と教育。

その為、時期により、国・送り出し機関・日本語学校の選別が大事。また、受け入れ方法につ

いても検討する必要がある。世界の人材は取り合い、介護は残念ながら人気が無いのが現

状。でも、安定性や資格所得などメリットもある。

今後センターでの取り組み

・現在、研修体制の継続と強化・・・介護の理解、日本語教育、介護福祉士資格取得の為の

研修を中心に。リーダークラス、管理者候補生の教育。（無料の実務者研修受講拡大）

・受け入れ方法の検討・・・「しがクラス」など、選びやすい状況をつくる

・受け入れ側の強化・・・外国人を日本人と同じように教育・指導していく体制。働きやすい環

境。また、登録支援機関を各法人、事業所等で行える体制ずくり

・転職の問題等の改善や介護福祉士資格取得合格率を上げる取り組み 等を目指す
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外国人介護人材の獲得に関する
国際厚生事業団の取り組み

公益社団法人 国際厚生事業団

専務理事 片岡 佳和

海外における外国人介護人材の獲得力強化に関する調査研究事業
検討委員会

（公社）国際厚生事業団（JICWELS）について

2

- 1983年に厚生省（当時）の認可により設立された公益社団法人

- 主な事業内容（2025年度）

・EPA看護師・介護福祉士候補者受入れ調整機関としての事業／学習支援事業

・外国人介護人材受入れ・定着支援等事業

・国際協力事業 等



外国人介護人材獲得に向けた取り組み（インドでの現地説明会）

3

・ 今後、介護人材の送り出しが期待されているインド北東州において日本の介護をPRする説明会を実施。

・ 現地の看護学校を訪問して説明を行う形式とし、一部の説明会では州政府とも連携。

外国人介護人材獲得に向けた取り組み（帰国者交流会）

4

ベトナム、フィリピン、インドネシアの3か国において日本で介護の仕事をした経験のある帰国者の交流会を実施。

帰国人材に期待されること

1 特定技能外国人としての還流

2 介護福祉士国家試験再チャレンジ

3 日本語指導者・介護指導者としての活躍

4 日本の介護の魅力発信

5 送り出し国における高齢化への貢献

ベトナム（2025年8月） フィリピン（2025年10月） インドネシア（2025年11月）



訪問系サービスの解禁について

5

・2025年4月から特定技能・技能実習の外国人介護人材が、一定の条件のもと訪問系サービスに従事することが認められた。
・当事業団は訪問系サービス遵守事項の適合確認事務を実施。
・2026年1月末時点で886名の特定技能外国人に対して適合確認書を発行済み（技能実習では15名分）。
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特定技能外国人に対する適合確認書発行件数の推移

経済連携協定（EPA）に基づく受入れの動向
1. EPA候補者の応募状況はインドネシア、フィリピンは堅調、ベトナムは低迷。
2. インドネシアでは、協定改正により、在留期間が５年に延⾧。フィリピンでは、フィリピン政府認定ケアギバーの割合が増えている。
3. ベトナムの応募者獲得にむけ、ベトナム各地の看護学校において勧奨活動を実施。

ベトナムでの勧奨活動の様子

6

EPA介護福祉士候補者受入れ
求職・求人者数の推移（2024~2026年度受入れ）
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グループの方針

①国家試験合格率の向上
入国時の日本語レベル（最低N4＋αレベルを目指す）

②ライフイベントを考慮し、若年層（高校卒業での来日）へアプローチ。

③首都圏から地方都市へ（諸外国との獲得競争、格差、日本に対する信頼）

④現地高校とMOU締結により、極力仲介業者を介さない。

以上、まとめると
地方部×高校へアプローチする。

ポイント
①特定技能などでの来日が浸透しており、留学生プログラムが周知されて
いない。

奨学金制度などが手厚く、特定よりコストがかからない事や学生負担
が少ない事を周知

②高校卒業生には両親への説明が必須
日本が安心、安全であるという信頼感は健在。

③国家資格取得による優位性
世界で唯一の国家資格であり、⾧期滞在可能であるメリットをアピール。

日本語レベルの向上と国家資格取得は、⾧期滞在への動機付けになる。
より高い日本語レベルは今後の在留資格の要件に合致する？
ベトナムでは介護事業が生まれつつある黎明期であり、介護福祉士が母国
でビジネス展開する上で非常に価値あるライセンスである。



ベトナムディエンビエン省における現地日本語教育プロジェクト

ディエンビエン省立少数民族高等学校にて、日本へ介護留学を希望する生徒を対象に日本語2クラス開講中。

・第1クラス(2025年9月20日開講):20名在籍（高1:5名、高2:5名、高3:10名）、『みんなの日本語』第
10課まで学習。

・第2クラス(2026年1月12日開講):週２回 高3・20名在籍。
両クラスとも2026年6月までにJLPT N4合格を目標とし、卒業後はN3まで継続学習予定。

2025年、省の教育訓練局とMOU締結。将来的に省内の複数高校にて同時プロジェクトを進める事が可能。

19/1/26MOU調印式
日本語学習風景

セミナー風景
交流会

ベトナムHOA BINH SON LOC校との現地日本語教育プロジェクト

19/1/26
MOU調印式 学生との交流会



インドネシア ジョグジャカルタにおける取り組み

実施校：ＪCOS

・所在地：ジョグジャカルタ
（優秀な学生が集まる教育都市)

・ルッシ先生の日本語私塾
・総学生数（2～3年、卒業生）10名
（2年1名、3年6名、卒業生3名）

・日本語授業：週5日×120分
・教科書：初級オリジナルテキスト

みんなの日本語とTRYを
ベースに、語彙、文法、
読解、聴解、漢字を含む

・課題：授業料が比較的高額
送出機関との学生争奪の激化

・利点：学習環境が整った塾なので
日本語能力向上を見込める

日本語塾JCOSでの
個別または少数型授業の様子

インドネシア カリマンタンにおける取り組み

実施校：シンパンエンパト高校

・所在地：南カリマンタン･タナブンブ
・公立の職業高校
・総学生数（3年制）1000名
・対象者：（1～2年生）70名
※3年生は職業実習により学習中断

・日本語授業数：
カリキュラム 週1回×2時間
課外授業 週1回×2時間

・教科書：みんなの日本語中心
ベーシック漢字

・課題：慢性的な日本語教師不足
日本語判定試験の実施が少ない

・利点：日本語教育の競合が少ない
地方なので海外就労志向が高い

カリキュラムの日本語授業と放
課後の日本語クラブの様子



•インドネシア：藤原先生

インドネシア ビナングン州における取り組み①

インドネシア ビナングン州における取り組み②



インドネシア ビナングン州における取り組み③



奈良県による介護福祉士取得をめざす
学生への経済的支援

日本語学校
HAYAMA International Language School

奈良県外国人留学生修学支援金貸与制度

（学費・居住費等生活費）

‣学費:192千円(1年間)

‣居住費等生活費:192千円(1年間)

介護福祉士養成校
奈良介護福祉中央学院

奈良県介護福祉士修学貸付金制度

‣168万円貸付(奈良県内の介護施設等に5年勤務できれば免除)

奈良県外国人留学生修学支援金貸与制度

（居住費等生活費）

‣居住費等生活費:384千円(2年間)

新たな補助金の創設
奈良県介護人材確保対策総合支援補助金

（外国人介護人材確保現地活動支援)



2026年4月の学生数 予定
HAYAMA International Language Scool

学生数 (人)
2025年10月生(1.5年コース)
国別

28ミャンマー

4インドネシア

4スリランカ

1マレーシア

37合計

奈良介護福祉中央学院

学生数 (人)
2026年4月生(1年コース)
国別

75ミャンマー

1ベトナム

3インドネシア

11スリランカ

1バングラデシュ

91合計

全体学生数/定員数

128/150

学生数 (人)2025年4月生(2年生)
国別

48ミャンマー

10インドネシア

2スリランカ

4ベトナム

12タイ

3フィリピン

79合計

学生数 (人)2026年4月生(1年生)
国別

51ミャンマー

7インドネシア

7スリランカ

3ベトナム

4タイ

1フィリピン

2バングラデシュ

1ギニア

76合計定員数を充足できる体制づくり完了

全体学生数/定員数

155/160

佐保プロジェクト



日本の介護技術のアジア標準化を目
指した介護技術教材の開発及び活用
事例に関する調査研究事業

松田晋哉1,2、藤野善久1、川副功成1,3

1 産業医科大学 産業生態科学研究所 環境疫学教室
2 福岡国際医療福祉大学 看護学部
3 Liaison

本事業で開発



iTherapyコード（①看護観察50／②リハ機能45／③介護支援45）
Copyright © 2023 Liaison Design 株式会社All Rights Reserved

実務で利用可能なレベルでの情報の
標準化（状態像、介護行為）

生成AIを搭載し動画解析から介護教材を作成する iTherapy Ver.4 powered by ChatGPT



介護技術の基本動作を
ショートムービー（イ
ンスタグラムなど）を
用いて日本語とインド
ネシア語で説明
→ 対応する国試の過
去問題も提示



インドネシア人技能実習生をモデルにした教材開発

動画教材を用いたカリキュラムの作成



体系化された標準カ
リキュラムに即した
多言語動画教材

標準的教科書
実習生

自己学習

自己学習

メタバース空間でのインタラクティブな学習

継続的教材
開発のWG

• 在宅リハビリテーションを考える会
• 日本理学療法士協会
• 日本作業療法士協会
• 日本介護福祉士協会

支援

協力施設のケア
ワーカー

ピアエデュケー
ターとして参加

Liaison社
QoQ社
高橋病院



介護事例の教材化（ストーリーとして）

ICFシートを用いた事例のアセスメント研修
（多言語対応）

アドバンスコースとして教材化
• 単に介護福祉士等の資格を取るのではなく、

ケアマネージャーや施設の管理者になるため
の研修課程を準備

• 日本国内の人材育成だけでなく、将来的に母
国で日本式の介護ビジネスを展開するパート
ナーの育成

iTherapyとICF Sheetの
マッチング

将来的な課題
障害児・障害者ケアの方法論としての一般化

対象者の想い（いきがい）も
反映したアセスメントシート
コミュニケーションツール



8 2 10

1.

2023 10 31

1,682 94.1%

1.
24% 2015 40% 2023

2.
86

30% 56% 7% 1 6

3.
20

2



1. (2)

2024 10
47 20

67 28 41.8 2014 87 MOU
2023 40

1 2
40 34 3

46 10

3

1.  (3)

2025 11-12
1,741  1,433

1. 70 76
23%

1

2. 54

1990 58.5
2.6

3. 175 12.2
1,214 85

4



.

19 20

1. 8.3
2. 1-2
3. 2-3
4. 14.2 11.5% 21.4% R6

20-24  28.9% 25-29  18.5%
5.

9.6%

12.9%

7.5%

2.6%

0.2%

9.4%

11.8%

6.8%

2.4%

0.1%

10.4%

16.8%

10.3%

3.7%

0.2%

8.2%
9.9%

10.0%

7.1%

1.6%

8.4%

15.2%

9.3%

3.9%

0.2%0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

1 1-2 2-3 3-4 4-5

70.8%

:72.6%

:64.2

:67.6%

17.8%

25.3%

23.0%

15.3%

3.1%

17.6%

21.8%

16.8%

9.5%

1.8%

18.6%

26.7%

20.3%

10.8%

1.9%

16.5%

25.2%

19.3%

11.0%

1.9%
0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

1 1-2 2-3 3-4 4-5

38.8%

:47.7%

:41.6

: 44.0%

.  (2)

1-2

75.3
R5-6 (a)

38.8 *
R3 (b)

29.2 (a*b)

1. 2-6 32.8
2. 4-7 52.1
3.

×

2-6

×
4-9

*



3.

1.

2.

3.

4.

7



 

 

海外における外国人介護人材の獲得力強化に関する調査研究事業 

インド介護人材受入れに向けた検討ワーキンググループ 
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千正提出資料 
 

現時点で見えている状況、課題（仮説）、打ち手の仮説 
 
１．今日のお話の前提 
 
昨年、インドWGの委員をやらせていただいたことに感謝。 
 
インドWGに参加させていただき、セミナーの効果もあってか、インドからの介護人材受け入れに
関して、日本の方からも、インドの方からも相談を受けたり、意見交換する機会が大分増えまし

た。（私自身は送り出し機関でも監理団体でも介護事業者でもないので、俯瞰的な知見を求めて

の相談が多いです。また、行政からの相談を受けるケースも多いです。） 
 
私自身が、把握できているのは、全体像ではなく一部です。また、まだ情報も集まってきている途

上にあります。ただ、おかげさまで昨年よりも解像度と鮮度の高い情報が集まり、課題（仮説）も

見えてきました。 
 
現時点で見えている状況、課題（仮説）、打ち手の仮説について、お話します。 
 
 
 
２．見えている状況と課題（仮説） 
 
（１）自治体の取組について 
 
【現時点で見えている状況】 
送り出しルート確立のためには、日本側で一定規模の需要をまとめることが重要。大手は別とし

て、小規模な事業者では難しいので、自治体が地域の需要をまとめる役割を果たすことが期待さ

れていると理解。 
 
国の方針の影響もあるのか、自治体も、インドに限らず、外国人介護人材受け入れを促進するた

めの取組を進めないといけないという認識は広がっていると感じるが、何をしたらよいか分からな

いという声もよく聞く。県庁内で商工労働部のような部署が外国人材確保の経験が豊富な一方

で、介護担当部局（及び社協や業界）にとっては、新しい仕事でノウハウが蓄積されていない印

象。自治体や地域全体にとっての、インド人材ニーズは介護分野ではない中で、介護担当部局

だけで進めるのが得策かどうか、徐々に疑問を感じ始めている。 
 
東南アジア諸国からの受け入れの持続性への懸念や、さらなる送り出し国発掘のためにインド

への注目は高まっている印象。地方自治体のインド訪問も活発になっている模様。 
 
ただ、インドに詳しい自治体関係者は非常に少ない印象。インド訪問については、どのような伝

手を頼るかが、自治体の「問い」となっている印象。 
 
 
【課題（仮説）】 



自治体（介護担当部局）がどのような取組を進めるべきか、検討を支援したり伴走するニーズが

あるのではないか。取組が決まった場合に活用できる国の補助金等のメニューは揃ってきている

印象だが、何をどう使えばよいのかを決めるのが難しいと思われる。 
 
 
【打ち手の仮説】 
①　自治体がどのような取組を進めるべきか、地域差に加えてフェーズごとに自治体を類型化し

つつ、取組を整理した資料を作成したり、セミナーを開催するなどの取組をしてはどうか？（これ

を整理しつつ、インドについての取組を切り出して見られるようにする手法もあるのではないか。

調査事業間の連携もポイントかもしれない。） 
 
②　自治体内で、他部署（商工労働部など）との連携した取組についても、ノウハウを収集して示

してはどうか？自治体にとって、インド人材の受け入れニーズは介護分野だけではない。 
 
③　また、自治体と伴走するプレイヤーとの連携・支援も進めることも一考か。（このＷＧのような

取組やセミナーは意義が深いが、他に促進策はあるか） 
 
 
（２）留学ルートについて 
 
【見えている状況】 
 
他国から介護人材を受け入れている既存の監理団体・登録支援機関の他、留学ルート（日本語

学校→専門学校など）のプレイヤーの参入の動きも活発になりつつある印象。日本語学校、専門
学校、介護人材の紹介・派遣事業者などが水平拡大するケース。 
 
特定技能・技能実習と比較して、留学ルートのプレイヤーの状況の全体像は定かではない。自

分自身はあまり把握できていない。 
 
留学ルートは、県庁所在地など日本語学校がある比較的都市部に効果が集中しがちであるとい

う特徴はあるが、外国の若者の受け入れそのものについては経験が豊富なプレイヤーが多い。

また、介護事業者の需要を集めることに経験が豊富なプレイヤーもいる。多様な経路を検討する

という意味では、このルートを拡大するのかどうかは検討してもよいのではないか。 
 
【課題（仮説）】 
留学ルートの現状や動向の把握は、十分できているか？ 
日本語学校→介護の養成校→介護事業者というルート 
 
【打ち手の仮説】 
留学ルートの現状や動向の把握を、調査事業等で行うのはどうか？ 
 
（３）インド側の育成・送り出し機関について 
インドで育成・送り出しを行う機能と、日本側で需要をまとめて受け入れ事業主を支援する機能

を、一つの会社で一気通貫でできるルートは非常に少ない。 
 
供給と需要がつながらないという困りごとを日印双方のプレイヤーから聞く機会が多い。 
 



また、インドについては、他の東南アジアと異なり、多くの人を育成して送り出せるルートが、まだ

確立しきっておらず、送り出しパートナーを探すだけでは、うまくいかないのではないか。 
 
 
【課題（仮説）】 
 
民間の話ではあるが、インドの送り出しプレイヤーと日本の受け入れプレイヤーのマッチングも

課題と感じる。（昨年のWGでもそのような議論があったと記憶） 
 
このため、現地の送り出し機関を発掘し、リクルーティング・人材育成の仕組みの構築から進め

る必要がある。 
 
 
【打ち手の仮説】 
国で、インドの送り出しプレイヤーと日本側の受け入れプレイヤーの情報を把握して、自治体や

関係者に提供してはどうか。 
 
現地のリクルーティング・人材育成の仕組み構築の肝は、日本語教育と介護の技能訓練であり、

日本側の教育機関等への支援が必要ではないか。 
 
日本の公的機関の支援は、日本側の自治体や事業者向けのものがほとんどであるが、現地送

り出し機関の立ち上げ支援をできないか。（直接外国の企業等の支援は難しいと思われるので、

立ち上げ支援を行う日本側プレイヤーへの支援） 
 
 
（４）現地の候補者を増やすために 
 
日本に働きに行きたいインド人はたくさんいると思うが、特定技能試験や技能実習の基準を満た

すためには、日本語等の教育を受ける必要がある。 
 
しかし、候補者は裕福でないケースも多い。 
 
【課題（仮説）】 
多くの候補者を送り出してもらうためには、現地の教育費・準備コストを下げる必要がある（介護

や宿泊の職種の人材は貧困層が多いという声も） 
 
【打ち手の仮説】 
現地送り出し機関の立ち上げ支援を行うことにより、間接的に現地の教育コストを下げるか、一

部自治体で行われている雇い入れ助成により、現地教育コストを下げるか。 
 
 
（５）州ごとの解像度 
 
インドは巨大かつ多様な国。インド側では、日本への人材送り出しに熱心な州もある（ただし多様

な職種に関心）。 
 
【課題（仮説）】 
どの地域が望ましいのか、どの州が望ましいのか、分からない。 



 
【打ち手の仮説】 
州ごとの情報を収集して、まとめてはどうか。（再来年くらいでもよいかもしれないが） 
 
（注）ポテンシャルのある地域と言われる北東州のいくつかの州は、現地を訪問するためには、

中央政府の入域許可（PAP）が必要であり、この解決のためには日本政府からインド中央政府へ
の働きかけが必要。 
 
 
 



インド介護人材受入れに向けた
検討ワーキンググループ資料

2025年11月6日

2

インドにおける当事業団の取り組み

介護人材の送り出し国に向けて日本の介護をPRすることにより、
日本の介護現場での就労希望者の掘り起こしを行うことを目的とした現地説明会を実施。

デリー

グワハティ

コチ

ベンガルール チェンナイ

シリグリ／
カリンポン／ガントク

＜令和６（2024）年度の取り組み＞

緑:第1回（北インド）
青:第2回（南インド）
赤:第3回（西ベンガル・シッキム）

インドの8都市において計13回の説明会を実施し、900名以上に日本の介護や特定技能制度について説明。



3

インドにおける当事業団の取り組み

＜令和７（2025）年度の取り組み＞
・ターゲットを北東部諸州に絞り込み、基本的にミゾラム州・メガラヤ州の看護専門学校を訪問する形で実施。
・計5回の説明会で685名の学生に説明を行った。

★メガラヤ州

★ミゾラム州

4

インドにおける当事業団の取り組み

＜令和６年度から７年度の改善点＞

現地説明会のターゲットを介護人材の送り出しが期待されている北東部諸州に絞り込んだ。

集合形式ではなく、看護専門学校を訪問し、学生に対して説明を行う形式とした。

説明会の言語を英語に一本化し、説明時間の短縮を図った。

自立支援や多職種連携、個別ケア等、日本式介護の特徴を言葉で説明するのではなく、動画を見て伝わるように工夫した。

学生への説明のほか、州政府関係者に対して日本の介護人材の需要や特定技能制度について説明する機会を設けた。

現地説明会で紹介するインド人材も北東部出身者とした メガラヤ州政府との意見交換



5インドからの介護人材受入れに関する所見
・インド北東部諸州には、日本人と容姿が近く、控えめで穏やかな性格を持つ人材が多く存在しており、日本の介護文化と高い親和性を有している。

・日本の介護人材の需要や特定技能制度に関する情報が十分に行き渡っておらず、子どもの海外就労に対して不安を抱く保護者も少なくない。こうした状
況を改善するため、既に日本で活躍しているインド人介護人材の成功事例を積極的に発信し、日本の介護の質の高さや社会の安全性を具体的にアピー
ルすることが重要である。

・また、インドの学生に対して日本の介護を直接PRすることと並行して、現地の政府関係者や教育機関の担当者に対しても、日本における介護人材の需
要や特定技能制度について理解を深めてもらうことも有効である。

・インドでは若年層の雇用が課題とされており、州政府も職業訓練センターの設立などを通じて雇用問題への対応を積極的に進めている。そのため、日本の
都道府県が雇用創出の提案を持って州政府を訪問すれば歓迎される可能性が高く、実際に覚書を締結している事例も見られる。一方で、北東部諸州で
は日本語教育や介護の指導者が不足しており、大都市に人材を集約して研修を実施しているケースが多い。しかし、学生や教育機関にとっては研修施設
への移動や滞在に伴う費用が大きな負担となっている。

・指導者不足を解消するため、現在日本で活躍しているインド人介護人材とのネットワークを構築し、帰国後に現地で指導者として活躍してもらう仕組みを
整備することが考えられる。

・日本の介護事業所においてもインドに対する認知度は必ずしも高くない。例えば都道府県レベルで現地視察ツアーを企画するなど、日本側の理解を深め
る取り組みを並行して進めることで、相互理解に基づいた受け入れ体制を構築することができると考えられる。

・ここ一年の南部アジアからの介護人材受入れの動向を見ると、この一年でスリランカ出身者の受入れが増加している。
インドからの受入れ拡大のため、スリランカ人材が増加した背景を分析し、両国の比較を通じてインドに適した受け入れのあり方を検討することができるのでは
ないか。

5
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インド介護人材受入れに向けた検討ワーキンググループ 

第１回 ゲストスピーカー報告資料 

 

 インド国家技能開発公社 

専門家 

栗山 明 様 資料 

 Zenken 株式会社 

グローバル教育事業本部 SSW 事業部 

部⾧／事業責任者 

内田 真平 様 資料 

 NAVIS Human Resources Private Limited 

Chief Executive Officer 

鴛渕 貴子 様 資料 

 

  







2.5





9







ANM, GNM, BSc nursing me se kaun sa accha hai | ANM | GNM | BSc Nursing 2024 https://www.youtube.com/watch?v=SXDz9_I2JwI

Sri Shathashrunga Vidya Samsthe https://studio--studio-7209222488-b03f9.us-central1.hosted.app/about

National Institute of Social Defence https://www.nisd.gov.in/old_age_training.html
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インドネシア介護人材受入れに向けた検討ワーキンググループ 

第１回 委員報告資料 

 

 

 矢口委員 資料 

 米丸委員 資料 
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vi. Employment matching to be outside the scope of the project. Therefore, it is necessary to consider what measures to be taken to 
connect from graduation to employment to increase the number of graduates working in Japan.
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インドネシア介護人材受入れに向けた検討ワーキンググループ 

第１回 ゲストスピーカー報告資料 

 

 PT.LPK MINORI 

取締役 

木暮 七絵 様 資料 

 LPK 飛鳥バリ 

シニア・マネージャー 

南戸 優季 様 資料 
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インドネシア介護人材受入れに向けた検討ワーキンググループ 

第 2 回 ゲストスピーカー報告資料 

 

 三重県 医療保健部 ⻑寿介護課 
課⻑ 
井谷 哲也 様 資料 
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海外における外国人介護人材の獲得力強化に関する調査研究事業 

インドネシア介護人材受入れに向けた検討ワーキンググループ第 3 回 

インドネシアからの介護人材受入れ拡大に向けたオンラインセミナー

資料 

 

 インドネシアにおける国際厚生事業団の取組紹介 

国際厚生事業団 

外国人介護人材支援部⾧ 矢口 浩也 氏 

 送出し機関における取組紹介 

PT./LPK MINORI 

取締役 木暮 七絵 氏 

 受入れ事業者の取組紹介 

社会福祉連携推進法人日の出医療福祉グループ 

人材支援部⾧ 武中 朋彦 氏 

 都道府県による取組紹介 

三重県 医療福祉部 

⾧寿介護課⾧ 井谷 哲也 氏 

 

 



インドネシアにおける国際厚生事業団の取組

インドネシアからの介護人材受入れ拡大に向けたセミナー

公益社団法人 国際厚生事業団

外国人介護人材支援部 部⾧ 矢口 浩也

2026年3月3日（火）

（公社）国際厚生事業団（JICWELS）について

- 1983年に厚生省（当時）の認可により設立された公益社団法人

- 主な事業内容（2025年度）

・EPA看護師・介護福祉士候補者受入れ調整機関としての事業／学習支援事業

・外国人介護人材受入・定着支援等事業

・国際協力事業 等

1



外国人介護人材受入・定着支援等事業

2

3

令和６年度の巡回訪問について

〇目的
介護分野の特定技能協議会に加入した受入機関に対して、特定技能外国人の雇用に関する状況、
介護サービスの提供状況、受入施設における支援の状況等について情報を収集する。

〇令和６年度の対象件数
477機関、503事業所、特定技能外国人806名

225

27.8%

183

22.6%
126

15.6%

103

12.7%

74

9.2%

94

11.6%
3

0.4%

インドネシア ミャンマー ベトナム フィリピン ネパール その他 不明

【特定技能外国人の内訳】（n=806）



4

外国人介護人材の来日理由

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16% 18%

家族にお金を送りたいから

お金を稼ぎたいから

介護の仕事が好きだから

介護の勉強をしたいから

国家試験に合格したいから

日本が好きだから

日本でいろいろな経験がしたいから

日本は働きやすいから

その他

インドネシア 全体

・来日理由として「日本でいろいろな経験がしたいから」を挙げる外国人が最も多い。
・インドネシア人は経済面や介護の専門知識習得を重視する割合が全体平均をやや上回る。

5

宗教面の支援について

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①インドネシア

②ミャンマー

③ベトナム

④フィリピン

⑤ネパール

支援を受けている 支援を受けていない 宗教のサポートは必要ない

インドネシア人はイスラム教徒が多く、受入施設から宗教面のサポートを受けている割合が突出している。

宗教面での支援を受けているか 具体的な支援の内容

・就業時間中のお祈り（時間・場所の確保）

・ヒジャブの着用

・ラマダン期間中の配慮

⇒ 信仰の深さや実践方法には個人差がある
ため、支援内容は本人との対話を通じ調整す
る必要がある。



6

インドネシア人介護人材から寄せられた主な悩み

1 介護福祉士の国家資格の取得
- 特定技能の滞在終了後も日本で働くため国家資格を取得したい。
- どうすれば国家試験を受けられるか。

2 日本語学習・能力
- 日本語で上手く話せない。特に方言が難しい。
- 敬語や丁寧な日本語を学びたい。
- JLPTを受験したい。

3 給与や送金
- 円安で送金額が減ってしまった。
- 物価高騰に対して給与が上がらない。
- ボーナスがもらえなかった。

4 在留資格
- 国家試験に合格できなかった場合、在留資格はどうなるか。
- 結婚した場合、配偶者に在留資格は与えられるか。

インドネシア人は悩みや課題の共有に比較的オープンな傾向がある。

インドネシア介護人材獲得に向けた取り組み（日本の介護PR説明会）
・介護の就労希望者の掘り起こしを行うため、送り出し各国において日本の介護をPRする説明会を実施。
・インドネシアでは看護専門高校（SMK）を対象に説明会を実施。

7

説明会の様子



インドネシア介護人材獲得に向けた取り組み（帰国者交流会）
ベトナム、フィリピン、インドネシアの3か国において日本で介護の仕事をした経験のある帰国者の交流会を実施。

帰国人材に期待されること

1 特定技能外国人としての還流

2 介護福祉士国家試験再チャレンジ

3 日本語指導者・介護指導者としての活躍

4 日本の介護の魅力発信

5 送り出し国における高齢化への貢献

インドネシア交流会の様子

8

9.5%
0.0%

19.0%

23.8%

4.8%
4.8%

38.1%

介護職

看護職

日本語教師

介護技術指導者

日本語通訳

仕事していない（進学・

育児など）

インドネシア交流会アンケート調査
Q. 現在の仕事はなんですか?(n=22)
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